（別記様式第10-５号）

営業状況調書（米国関税緊急対策資金）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

（金融機関）　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名　　　　　　　　　　　　　　

１　申込企業の概要
	企業名
	
	所在地
	

	資本金
	万円
	従業員数
	名
	業　　種
	

	主な取扱商品・サービス
	


２　自社又は取引先の米国関税の影響（複数回答可）
　□アメリカ向け製品が関税の対象になった
　□関税分の価格転嫁ができず自社利益が減った
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□取引先からの注文が減った／取引が減少した
　□海外の販売先を見直す必要が出てきた

３　米国関税の影響による経営悪化（又は悪化見込み）の具体的状況と資金が必要な理由
２でチェックした影響について、具体的に記載すること（可能であれば数値や期日を記載すること）。
なお、間接的に影響を受けている場合は取引の連鎖状況が分かるように記載すること。
	
	　　　

　　　




………………………………………　金融機関記入欄　……………………………………
上記申込人が本資金の融資対象要件に該当することを確認しました。

確認日　令和　　年　　月　　日　　　　担当者氏名　　　　　　　　　　　　
（別記様式第10-５号）

営業状況調書（米国関税緊急対策資金）（例示）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

（金融機関）　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名　　　　　　　　　　　　　　

１　申込企業の概要
	企業名
	○○企画
	所在地
	○○市○○町▲▲－▲

	資本金
	1,000万円
	従業員数
	20名
	業　　種
	製造業
運送業

	主な取扱商品・サービス
	金属部品　／　運送


２　自社又は取引先の米国関税の影響（複数回答可）
　☑アメリカ向け製品が関税の対象になった

□関税分の価格転嫁ができず自社利益が減った
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　☑取引先からの注文が減った／取引が減少した
　□海外の販売先を見直す必要が出てきた
３　米国関税の影響による経営悪化（又は悪化見込み）の具体的状況と資金が必要な理由
２でチェックした影響について、具体的に記載すること（可能であれば数値や期日を記載すること）。
なお、間接的に影響を受けている場合は取引の連鎖状況が分かるように記載すること。
	例１）当社は、主に自動車メーカーＡ向けの金属部品を、Ａ社の二次下請けであるＢ製作所を通じて供給している。
米国関税の影響によりＡ社が生産調整を行うこととなり、Ｂ社より、△月以降、当社への受注が●％減少すると連絡があった。
△月以降は、売上が減少することで資金繰りが厳しくなる見通しであることから、人件費等の支払いのため手元資金が必要である。今後は、食品機械の製造を行うメーカーＣと取引深耕を図ることで、売上減少をカバーしていく方針である。
例２）当社は、精密機器メーカーＤの製品を運ぶ運送業者である。
同社との取引は売上の５割を占めているが、米国関税の影響を受けて米国向けの輸出が減少することから、Ｄ社より、△月以降、当社への運送依頼が●％減少すると連絡があった。
足元では部品メーカーＥから□月以降、増車の依頼を受けているものの、売上の減少により資金繰りの悪化が見込まれることから、庸車代等の支払いのため資金が必要である。
	　　　

　　　




………………………………………　金融機関記入欄　……………………………………
上記申込人が本資金の融資対象要件に該当することを確認しました。

確認日　令和　　年　　月　　日　　　　担当者氏名　　　　　　　　　　　　

